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我が国の博士課程修了者の修了直後の職業内訳
（2002-2006年度修了者全体）ー分野別ー

◇研究分野別に見ると、研究開発関連職に就いた者の割合は理学・工学・農学で6割以上
と高い。また、ポストドクターに限ってみても、理学・農学の割合が3割前後と高くなっている。

出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学院の教育の関する調査：我が国の博士課程修了者進路動向調査編」

No.１０ー２

15%

34%

16%

30%

8% 10% 7% 7%

11%

5%

10%

8%

13% 10% 16% 17%

8%

4%

6%

7%

6%
19% 13% 15%

16%

19%
34%

25%

8%

3%
5%

7%

13%

1%

43%

4% 5%
5%

3%

1%

10% 11%
8%

9%
6%

17% 18%
14%

23% 22% 21% 17% 14%

35% 36% 33%

6%
5%

7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体
(n=75197)

理学
(n=9047)

工学
(n=17896)

農学
(n=6055)

保健
(n=23155)

人文
(n=7023)

社会
(n=6960)

その他
(n=3439)

研究分野

不明

その他

専門知識を要する職

医師、歯科医、獣医師、薬剤師

その他研究開発関連職

大学教員（その他）

大学教員（専任）

ポストドクター



34

◇博士課程修了直後の所属先で見ると、全体の44%が大学・公的研究機関等の学術研究
機関、民間企業が14%となっている。

我が国の博士課程修了者の修了直後の職業内訳
（2002-2006年度修了者全体）ー男女別ー

出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学院の教育の関する調査：我が国の博士課程修了者進路動向調査編」
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◇博士課程修了直後にポストドクターだった者は、年数の経過とともに、ポストドクター以外の研
究開発関連職、特に専任の大学教員職に就く比率が高くなる。

出典：文部科学省科学技術政策研究所「大学院の教育の関する調査：我が国の博士課程修了者進路動向調査編」

博士課程修了直後にポストドクターとなった者の
2008年4月1日時点の職業
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応用物理学会におけるアンケート

出典：応用物理学会 人材育成・男女共同参画委員会 産学連携人材交流WG 転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

No.１１－１

転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

実施機関：２００９年１１月１０日～２００９年１月１９日
アンケート項目数： ７項目 転職なしの方

２１項目 転職１回の方
３５項目 転職２回の方
４９項目 転職３回の方

対象者：応用物理学会フェロー １５９人
回答率：１４４人 （９１％）

（小舘委員ご提供資料）
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現所属 年齢分布

最初の就職時
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出典：応用物理学会 人材育成・男女共同参画委員会 産学連携人材交流WG 転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

（小舘委員ご提供資料）
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出典：応用物理学会 人材育成・男女共同参画委員会 産学連携人材交流WG 転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

（小舘委員ご提供資料）
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転職先（全体） 転職元（全体）

数値は転職回数
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出典：応用物理学会 人材育成・男女共同参画委員会 産学連携人材交流WG 転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

（小舘委員ご提供資料）
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出典：応用物理学会 人材育成・男女共同参画委員会 産学連携人材交流WG 転職に関するフェローアンケート ２００９年１月

（小舘委員ご提供資料）
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国際農業研究の場で活躍できる若手研究者の人材育成国際農業研究の場で活躍できる若手研究者の人材育成

国際農業研究の現場を知る

国際農業研究に従事する夢をもつ

【ステップ１】

各CGIARセンターから課題を募集

若手研究者が関心のある課題に応募

１０名程度を選抜し、２ヶ月程度派遣

対象者：３５歳までの研究者
大学院生（修士課程以上）、独法研究者等

対象者：４０歳までの研究者
大学院生（博士号取得者）、独法研究者
等

【ステップ２】

国際共同研究の研鑽を積み、研究者
としてのスキルアップ

海外の研究機関の研究者と共同研究
が出来る能力・国際感覚を養う

各ＣＧＩＡＲセンターから自分の
受け入れに対し、承認を得る

本事業に応募

２，３名程度を選抜し、６ヶ月
～２４ヶ月程度派遣

ＣＧＩＡＲ（国際農業研究協議グループ）：
途上国における食料安全保障・貧困削減に貢献すること
を目的とし、さらに近年、世界規模の問題に取り組む １
５の農業研究機関から成立

日本から世界へ

募集課題例

・持続性と環境負荷の視点にたった節水
イネ栽培の評価( IRRI / ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

・適正な森林事業の開発による生産性と
森林保全( CIFOR / ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)

・アフリカイネの干ばつ耐性に関する遺
伝的生理的研究(WARDA / ﾍﾞﾅﾝ）

主なCGIARの成果

・最先端の農業科学技術を駆使し、小麦・米など「緑の
革命」を可能にした多くの成果を世界に発出。

・アフリカ稲(NERICA)や優良タンパク質のトウモロコシ
品種を開発。

・世界最大の遺伝資源を保管し、生物多様性の保全に
貢献 ※単年度ごとに研究に対する評価を実施

国際共同研究人材育成推進・支援事業（農林水産省）No.１２
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１４-9１４-9１４-8１４-5１４-2１４-1日本学生支援機構の予算No.１３ー１

出典：独立行政法人日本学生支援機構 ２００８概要




